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件(平 成5年 〉など,取締役の判断 ・裁量による企業不正支出が民事 ・刑事事
件に至る事例は止 まるところを知 らず,事 態は深刻を極めている。
わが国において取締役の不正支出行為を律す るのは一般 に商法の定めであ
る'〕。民事責任について.は,①会社に対する関係では善管注意義務(民 法第644





2)株 式会社 の取締役は,.会社か ら法律 行為および法律行為以外の 事務の委任を受 ける立場にあ り,
かか る取締役 と会社の間の法律 関係 は委任および準委任であ って,こ れ には民法の委任に関す る
規定 が適 用される(商 法第254条3項)。この点 は,丸III秀平 「取締役 の義 務」 〔加美和照 編r取
























3)取 締役 の法 的責任の根 拠について は,河 井信 太郎 「会計上 の粉 飾 と.法律上 の責任」同文舘,
1975年,178ページ参照.。
4)服 部榮三 ・星川長七編 「基本法 コンメ ンタール/会 社法2』 日本評論社ド1994年,4ペー ジ。
5)芝 原邦爾 「会社 と役員の刑事責任」「ジュ リス ト』N。.1050.1994年,167ページ。 また板 倉宏
教授 も,会社の利益 を目的 とし,か つ会社 の目的の範囲内の業務執行であれば,た とえ犯 罪行為
に該 当す るような 支出であ って も、会社 に対す る関係で は違法 とす ることはで きない としている。
この点 は,板 倉宏 『企業犯罪 ・ビジネ.ス犯 罪」 有斐 閣,1981年.159ページ参照。.
6)大 矢知浩司教授 によれば,公 認会計士 が行 う会計監査 α～一形態 と して 「不正摘発監査」が存在
する ものと してい る。 この点は,大 矢知浩司 『監査論概説エ 白桃書房,1994年,17ぺ直 ジ参照。
企業不正支出における取締役の法的責任
に対す る取締役 の行為 責任 につ いて考察 を加 えたい とお もう。
II取締役がなす不正支出の法律事実と責任規定
(399)33
河合秀敏教授によれば,法 学および会計学において企業の 「不正」 という概








務を遂行する義務 に違反する払出」で,② 「違法または著 しく不当な傘銭の払
出」,とすることができよう。
ただ し企業における支出は,経済活動のためになされて,か つ,将 来におけ
る収益の獲得を予定した金銭の払出であ り,他方,違 法 ・不当な金銭の払出に
は取締役 自身の利益獲得を目的 とした払出が含まれるから,取締役がなす会社
財産の私消.・横領 ・不正使用の類は,不正支出のカテゴリーに挿入すべ きでな






7)河 合秀敏 「企業 に必要 な3つ の監査」(河合 秀敏編 『監杳 の社会的役割1中 央経済社,1997年),
」ベ ー ン.3.
8)河 合秀敏 「粉飾決算 ・使途秘 匿金 ・裏金 等の不正支出 と外部監.在人の責任」 『中央大学商学論
纂」 第36巻第5・6号,1995年,101ペー ジ。
34(400)第163巻 第4号
処 理で きるよ う工夫 された法律が商法であるか ら,.企業 における不正支出の民
事 責任 は商法規定 によって審議され るのが相 当 と考 えられる。規定 と して は,
会社 に対す る関係 として の善管注意義務(民 法第644条,商法第254条3項)と
.忠 実義務(商 法第254条.ノ3)を前提 と した損 害賠償責 任(商 法第266条)1。},
および第三者 に対す る損害賠償責任(商 法第266条ノ3)u〕が中心 となる。 また
この他 に利 益供 与罪(商 法 第497条),汚職罪(商 法第493条),不実記載 によ り
過料 にあた る行 為(商 法 第498条1項19号)等が考'えられ る。.
一 方,刑 事 責任 を規定す る刑法 は、犯 罪 と刑罰 に関す る法であ り,国 家が刑
罰権 を独 占す る公法 であ るL2,。刑 罰は人の自由や生命 を も奪 うものであるか ら,
民法,商 法等 の民事法規で は間 に合わ ない場合 の最終的 な手段で.あるべ きとさ
れてい る(刑 法 の補充性 ・謙抑性)⊥』。規定 として は,会 社 に対 す る任務 違背
となる特別背任 罪(商 法第486条)のほか,会 社財産危殆罪(商 法第489条),
贈賄 罪(刑 法第198条),談合罪(刑 法 第96条ノ3),業 務上横 領罪(刑 法第253.
条),総 会屋への贈収賄罪(商 法第494条)等が挙 げ られ る。 また,租 税犯の一
つで ある 「法 人税 を免れ る等の罪」(法人税法第159条),虚偽記 載のあ る届出
書 ・有価証券報 告書等を提出 した取締役 に関す る罰則(証 券耶引法 弟.197条ノ
1.)等も取締役の不正支出に係 る責任規定 と考 えることがで.きる。
9)川 島武宜 「民法総則』有斐閣,エ965年,1レミー ジで は,民 法 を 「近代私法の基本原則 を規定す
る'法」 としてい る、.
10)善管注 意義務 と忠実義務の関係については,後 者 は前者 を単 に具体化 してい るに過 ぎない と見
る説 と,後 者 ぽ前者 よ り高度義務 を課 してい ると見 る説が対 立 している。 この点は,安 藤英 義
r商法会 計制度論」 白桃書房,1997年,244ペー ジ,お よび,丸 山秀平、前掲論文,155-159ペー
ジ参照.な お最高裁大法廷判決(昭 和45年6月24口)は忠実義務 について,こ れは善管注意義務
を敷衍 し,かつ一層明確 にした もの にとどま り,通常 の委任関係 に伴 う善管注意義務 とは別個高
度な義務 を規定 した もので はない と判示 してい る(r最高裁判所民事判例集』2倦6易625ペ ー
の 。
】1}取締役 は本 来第三者 に対 しては直接法律関係に立.たないため,第 三.者保護 のため特別に政策的


























京地裁昭和61年10月36日判決(太 陽投資顧問貸付事件)で は,経 営が悪化 して
14)撮 高裁 判 所 民 事判 例 集 」24巻6号,625ペ ー ジ。



















取締役 がな した不正支出の刑事判例 で は,特 別背任罪(商 法 第486条)を構
成す る任務違背行為 の有無が ‡たる争 点 となっている即。.例えば東京地裁昭和
34年9月21日判決(造 船 疑獄 山下汽船 関係事件)で は,造 船所側か らリベー ト
を受取 って これ を裏経理 に組 入れ た行為 に対 し,会 社 の金 として受領 ・.保管 さ














では,私 的用途に充てる目的で造船 リベー ト分を水増 しした船価を取 り決めた
場合に特別背任罪を認定 してお.り82),最高裁昭和35年8月12日判決 旧 本通運
不良貸付事件)で は,会社に対する信用面目維持のために支社長が浮貸事故金










30)「判例時報」202号,ユ959年,4ページ。本件 の違法審判対象は 「不正支出」でな く 「裏経理 に
よる資 金プール」 にあるが,「裏経理 によう資.金プール」は不 正の賄 原とな り.須 ら く将来の不
正支 出につ なが って取締 役責任 の対象 とな りうるた め,本 稿で扱 うべ き判例に加えた。
.21)中山研一.・斉藤豊治他 「経済刑法入.門』成文 堂,1994年,.露4ペー ジ、.
22)1下級裁判所刑 事裁判例集』1巻5号,1178ペー ・ジ。本件の違法審判対象 は 「不 正支 出」 でな
く.「私的用途のための秘密資金 プール」 にあるが,プ ールされた秘密資金の使途が私的用途にあ
ることが判明 し,会社資金め私費流用は不正 支出 となるか ら,本 稿で扱 うべ き判例に加 えた。
23)『最高裁 判所刑事判例14#10号,1360ペー ジ。
24)中山研一 ・斉藤豊治他,前 掲 樗,32ペー 汰


























ループ内関連会社に対す る債務保証 ・免除および貸付 につき,再建のための合




(日本サ ンライズ株式投資事件)で は,投資一任契約を締結 した投資顧問会社
の投資内容についての監督を怠り,多額の損害を出した取締役の善管注意義務
違反を是認 している。両事件の相違点として,前者が合理化計画および返済案
を十分に検討 したうえでの貸出であったのに対 し,後者は,一.荘契約を締結 し
た投資顧問会社の投資内容についての監督を怠 っていたことが,着 目すべき点
であろう。取締役は職務を行うに際して通常の思慮分別を有する社会的平均人













そ許されるべきでない」 とするのに対 し,後者判旨文では 「損失補填を行うこ
とそれ自体が(中略)刑 事罰の対象 とされていないことから明らかなとおり,
その違法性は,行為 自体を無価値なものに しなければならないほど強いも.ので
はない」 としている。両判決を比較する限 り,刑事罰g対 象であるか否かが,
民事責任ゐ有無を決 したものと判断でぎる・。)。当該解釈は,特定政党への政治
28)河井信太郎,前 掲書,179ペー ジ。
29〕本事件 を契機 として、損失保証 ・損失補填 を禁止す る立法措 置が証券取引法第50条2項におい.
て講ぜ られ,1992年1月1日よ りかか る行為が刑事罰 の対象 とな ってい る。
30>清水 真 「使途不 明金 と取締 役 ・監査 役の責 任」 『税 務弘報』Vol,43No.5,1995年,51/
40(406> 第163巻第4号
図1取 締役の不正支出と民事責任の有無
匪 亟 囲 ⇒ 刑事罰の対象刑事罰の対象
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また上記の,善 管注意義務および忠実義務履行の.3基準(収 益を予定 した支






一方,取 締役責任 に係 る不正支 出の刑事判例では,任 務違背行為の有無 が争
点の 中心 とな ってい る。 商法 第486条におけ る取締役等 の特別背任罪 は,「自己
若 ハ第三者 ヲ利 シ又ハ会社 ヲ害 セ ヒコ トヲ図 りテ」(図利加 害 自的),「其 ノ任







ない鋤。また,特 別背任罪は 「任務」の違背が犯罪の構成要件であ り,取締役










































しか しなが ら真実性の原則 について1通説では,相対的な真実性が前提とされ
、ている。たとえば新井清光教授は,「企業会計においては判断を必要とする主
観的な要素 もあるので,(中略)こ の原則にいう真実牲とは相対的な真実性を
意味する」 と考えてお り鋤,阪本安.一教授は,「会計に求める真実性は,人 間
32)河合信 太郎,.前掲書,15ペー ジ.尚,わ が国の商法規定では,作 成すべ き商 業帳簿か ら損益計
算書が脱落 して お り(商法第諺条 および第33条),江村稔教授 は,商 法改 正に.よる追加の必要性
を示唆 している。この点は,江 村稔 『企業会計 と商法』中央経済社,1977年.34-35ページ参照。
33〕河合信太郎,同 上書,21ペー ジ。
34)新井清光 『現代会計 学1中 央経済社,1998年,39ページ。
企業不正支出における取締役の法的責任.{409)43
活動そのものを自然現象の一つ と.して,.在りのままに把握するという絶対的真
実性 というよ りは,む しろ人間活動を一定の目.的活動 として観察 し,その口的
達成の手段(費 用)及 び効果(収益)を 正確に把握解明するという意味におけ.
る真実であ り,一定の目的に応ずる相対的真実である」 としているa%不正支
出は会計実務において,交際費等の販売費および一般管理費や仮払金 として処






の手段(費 用)が 把握で きたものと考えることができるのである。
また企業会計原則の一般原則に準ずるものと.して,金 額および項目の重要度






35)阪本安一 「真実性原則 の発展」 「企業会計」Vol.3No.12,.1951年,78ページ。
36)河合秀敏,前 掲論文 「粉飾決算 ・使途秘匿金 ・裏金等企業の不正支出 と外部監査 人の責任」98
ペー ジ。
37)日本公認会計士協 会東 灘会.前 掲書,35ペー ジ。
38)「使 途秘 匿金」 を勘定科 目とした会 計処理 は可 能であ る。 この点は,入 ッ尾順一 『交際 費』 中
央経済社,.1996年,165ペー ジに詳 しい。
39)監査報告書には商法 および証券取引法 に基づ くものが併存するが,実 質的には一元化 されて い
るもの.と考 え られる。 この点は,大 矢知浩司,筋 掲書,221-222ペー ジ参照。高 田正淳教授 は,
「証取法監査は,財 務諸 表が投資家の意思決定 にとって信頼性を もち十分な公 開条件に合致 して
い るかの適正性意見を表 明 し,必要炉 あれば情報の追加を行 うものであるのに対 し,商法監査 は,
計算書類が個々の計 算規 定 ・規則 に合致 し,配当 口」.能利益の算定過程が正当であ ったか どうか の












しか しなが ら,ア メ リカ公認 会計士協 会(AICPA)が1974年に設立 した,
不正発見へ の責任明確化の勧告 を目的 とする委員会(コ ーヘン委員会)で は,
明白な違法行為 ない し疑わ しき行為 につ いての監査人 の責任 は,従 来の量的な
考慮 に基づ く重要性 の概 念は妥当 しない ことを勧 告 してい る拗。 またわが 国で
も,日 本公認会計士協 会監査基 準委 員会報告 第五号15において 「監査 人が財務
諸表 に含 ま乳た虚偽記載の重要性 を判断す るに際 して は,量 的側 面 と質的側面
の双 方を考慮 しな ければ な らない。」 と.レ.金額 的に重 要でないが質的側面か
ら検討 を要す る虚偽記載を発 見 した場合 には,他 の項.目に影響.を及ぼ していな
いか確か めるべ きとしてい る。武田隆二教授 はζの点 に関連 して,質 的重 要性
の中心 は科 目の重要性 であ り,不 正 の危険性があ るものについて,当 該不正科






















で会社の財産 ・損益情報を正 しく示 し.ていることにはならないから45),事後に












44)三浦治 「取締役 の会社に対す る責任」(加美和照編前掲書)211ペー ジ。
45)龍田節,前 掲書,149ペー ジ。
46>企業会計原則 注解1。
47)黒澤清 『新版財務 諸表論」 中央経済社,1971年,106ページ。
46(412)第163巻 第4号
か ら,取 締役の民事責任が問われなか った判示 は,会 計開示の視 座か らみれば
誤審 とも考 えられ るのである。




出か否か」,および 「社会的平均人が もち得 る注意を払ってなされた支出
か.否か」によって責任の有無が判断される。







は会計的にな費用性を具備 した ものであ り,取締役の立場からみれば不可欠な
・支出であろう。.しかし賄賂や利益供与は企業のための支出といいながら.実は
取締役自身の功績につなが.る私利的な側面を持合わせてお り,さらに公正な経
済競争を阻害する支出でもある。
今般における山一證券の倒産および野村 ・臼興證券の株価急落は,企業に対
する不信の集積が最たる要因であり,総会屋へ(p利.益供与や一部投資家への損
失補填などの不正支出が一般投資家の信用を地におとしめたのである。かかる
事態を招来せ しめたのは取締役の任務懈怠によるとごろが大きく.,善管注意義
務および忠実義務を尽 く.さなかったことに起因する亟のと言わざるをえない。
